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答 申 要 旨

1　衛星を巡る世界の潮流

　ここ数年、衛星への関心が、世界的に高まりつつある。

　1990年代に入り、相次いで発表された世界的な規模での移動体衛星

通信構想は、衝心的であった。

　低軌道の周回衛星（LEO）を使い、しかも十数機から数十機の衛星を

打ち上げる構想は、国内及び国際の両サービスを区別なく提供することの

みならず、技術や投資額においても、正に我が国衛星関係者の常識を破る

ものであった。これを機に、衛星ネットワークのグローバル化の動きは、

急速に高まりつつある。

　一方、先進諸国は、社会のマルチメディア化に対応すべく、情報通信

基盤の高度化を進めつつある。衛星分野においては、広域性や回線設定の

迅速性などの点からの期待が大きく、光ファイバネットワークとのシーム

レスネットワークの実現に向けて、高速衛星通信ネットワーク技術や

超高速通信衛星技術の研究開発が進められている。

　なお、国連アジア・太平洋経済社会委員会（ESCAP）においても、

域内の情報通信基盤整備の主要方策として衛星活用策の検討が開始された

ように、開発途上諸国の衛星に対する期待は大きく国際貢献という視点も

重要である。

2　：Zプリケーションへの関心

　阪神・淡路大震災において果たした衛星通信の役割は、大きかった。

これを機に、公共機関や企業などにおいて、衛星利用の開始や拡充が進め

られつつある。．

　さらに、デジタル技術の進展などにより、中維器の経済的利用や地球局

装置の小型化・低コスト化が可能となり、衛星デジタル多チャンネル

放送、衛星パソコン通信など、新しいアプリケーションの実用化、開発が

進められつつある。

　従来、我が国の衛星利用は、国、自治体などの公共機関の利用や企業内

通信が中心であったが、今後は医療、教育などの公的サービスや教養娯楽

などのパーソナルサービスなど、国民生活に密着したアプリケーションの

開発が期待されている。
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3　衛星開発を取り巻く環境

　我が国の通信衛星の研究開発は、米国に遅れること約15年、1970
年代中頃より開始された。

　しかし、その後の官民の努力により、約20年後には、2トン級の大型

静止衛星を自主技術により開発、打ち上げるまでに成長したが、1990

年の衛星調達に関する日米合意は、研究開発と実用の相乗り方式という

我が国独自の衛星開発方式の断念を余儀なくさせた。その結果、国の衛星

計画及びそのための研究開発投資が減少したのみならず、民間においても

長期的展望が開けず、我が国全体の研究開発力の低下を招いた。

　現在、脚光を浴びている周回衛星によるグローバル衛星通信システムの

構築、維持運営のためには、今後、膨大な数の衛星需要や打ち上げロケッ

ト需要が継続的に発生すると予想されるが、我が国産業界は欧米に比べ

大きく出遅れており、先端技術の集積である宇宙産業の発展の視点から

も、我が国の研究開発力の強化が求められている。

4　これからの衛星政策

　衛星系は、今後の高度情報通信社会において、光ファイバ系や地上無線

系とともに、一翼を担う重要な情報伝送メディアである。

　また、その技術は、様々な先端的技術の蓄積の上に展開される技術で

あり、欧米各国とも重要な戦略的技術分野と位置づけている。

　すなわち、衛星技術の開発成果は、国民生活の向上に大きく貢献するだ

けでなく、科学技術立国を国是とする我が国の基本政策及び開発成果を利

用しての国際貢献に大きく寄与する。このような観点から、本年1月に改

訂された宇宙開発政策大綱においても、通信、放送、測位などの人工衛星

の基盤技術及び利用の高度化について、今後の我が国宇宙開発の重点活動

の一つとして打ち出したところである。

　したがって、高度な情報通信基盤の早期整備の観点のみならず、我が国

がリーダシップを持って、国際協力・協調を推進し、世界に貢献するため

の重要な科学技術振興策として、新宇宙開発政策大綱を踏まえ、先端的衛

星技術の研究開発及び衛星アプリケーション開発を推進する必要がある。

　このため本答申では、宇宙通信の将来を展望し、これを実現するための

研究開発課題と推進すべき衛星開発計画について、取りまとめたものであ
る。
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5　早急に実施すべき施策

　本答申に述べた将来ビジョンを踏まえ、長期的展望に基づく研究開発を

今後、継続的・体系的に実施する必要があり、国は研究開発予算を大幅に

拡大すべきである。このうち、特に早急に実施すべき事項は次のとおりで

ある。

（1）研究開発に着手又は発展すべき技術開発衛星計画

ア　全国どこでも利用が可能な超小型衛星携帯電話サービスや携帯受信可

　能なオーディオ級の衛星マルチメディア放送の実現に必要な技術、例え

　ば直径10m級の大型アンテナを宇宙で構築する技術や宇宙での電話交換

　技術などを開発する衛星を2001年頃に打ち上げること。

イ　光ファイバ網の切断等非常災害時に大容量の電話伝送（電話約2万回

　線相当）や地球環境情報などの高速・広帯域情報の全世界的な流通促進

　などに不可欠な超高速衛星通信技術を開発する衛星を2002年頃に打

　ち上げること。

ウ　先進国のみならず開発途上国においても区別なく、携帯端末による

　画像伝送までのマルチメディアサービスを可能とする次世代グローバル

　移動体衛星通信システム（周回衛星型）を実現するための技術を開発する

　衛星を2002年頃に打ち上げること。

　　なお、本研究開発の推進においては・次世代システムの構築における

　我が国の応分の貢献を目指した技術力の蓄積の観点が必要である。

（2）衛星アプリケーション開発の推進

　　　医療・教育等の公的サービスや教養娯楽等のパーソナルサービスなど

　　国民生活に密着した衛星利用を促進するため・産学官が協力して、衛星

　　アプリケーション開発及びそのための新しい衛星利用技術の開発を推進

　　すること。

（3）国際協調・国際協力の推進

　　　世界情報通信基盤（G目）の早期構築などのために必要な高速衛星

　　通信ネットワーク技術等の開発を推進するため、日米欧の国際共同高速

　　衛星実験を推進すること。

　　　また、地理的、歴史的に我が国と関係の深いアジア・太平洋地域の

　　情報通信基盤（AIl）の早期構築を推進するため開発途上国に適した

　　衛星アプリケーション開発の支援を行うこと。
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第1章情報通信基盤整備の進展と宇宙通信

1　情報通信基盤整備の動向

　1994年5月の電気通信審議会答申「21世紀の知的社会への改革に

向けて～情報通信基盤整備プログラム～」を機に、情報通信基盤の整備や

マルチメディア社会の構築への動きが急速に進んでいる。

　我が国では、光ファイバ、特に加入者系光ファイバ網の整備や公共的アプ

リケーション開発への取り組みを199与年度から開始したが、国際的にも、

1995年2月にブラッセルで開催されたrG7情報社会会合（情報社会に

関する関係閣僚会合）」を受け、世界情報通信基盤（GlI）やアジア・

太平洋情報通信基盤（All）など、世界的な情報通信基盤整備の総合的な

取り組みの必要性、重要性が広く認識されるようになってきた。

　このような中、宇宙通信が有する広域性や同報性などの特長に加え、

阪神・淡路大震災の経験に基づく非常災害対策のための多層的・複合的ネッ

トワークの重要性の認識から、情報通信基盤整備における宇宙通信の役割に

ついてもその期待が高まりつつある。

2．暮らしに根付く宇宙通信

　我が国の宇宙開発は、1955年にわずか23cmの長さのペンシルロケッ

トをテスト飛行させることからスタートした。これは、米国や旧ソ連などの

宇宙先進国と比べるとかなり遅れて開始された。しかしながら、最近では、

全長50mのH－1ロケットにより静止衛星軌道に2’トン級の高性能衛星を

打ち上げることが可能となるなど、着実に技術の向上が図られてきた。

　一方、利用面について見ると、既にBSによる衛星放送の受信世帯総数が

1，000万世帯を超えており、また、衛星通信についても国や地方公共

団体、電力、ガス、警備保障会社などの公共分野を中心に非鴬災害通信・

遠隔地通信等に利用されている。さらに映画、音楽、スポーツ、ニュース

などのCS放送、　CATVネットワークへの番組配信、ニュース現場からの

TV中継など（SNG：satellite　news　gathering）、社内教育、遠隔会議
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などの企業内通信、予備校、大学などの遠隔授業配信など広範囲な分野で

利用が図られており、国民の暮らしに着実に根ざしつつある。

衛

星2000
重

量
　　1000

（kg）

100

iNTELSAT－Vl
　　　　　　（

lNTELSAT－V

国際通信

LSAT－1
CS－2

CS－3

　ノ

ETS－Vl

国内通信

1970 1980 1990

図1－1　通信衛星の大型化の推移

年

　また、阪神・淡路大震災の際の災害救援及び復旧にあたっては、地上の

通信回線が様々な理由により長時間途絶している中、衛星通信回線を活用し

て被災者に臨時電話回線φ提供するとともに被災状況などの各情報を被災者

をはじめ国内外に素早く、かつ、臨機に提供することができたなど、大きな

実績を上げることができた。このように、今回の震災では、衛星の耐災害性

という特徴だけでなく、柔軟性、広域性、機動性、同報性といbた各特徴が、

大災害には非常に有効であることが実証された。

3　宇宙通信の役割の増大とその適用領域

宇宙通信は、以下に示すような長所を有する。

①広域性

②同報性

③回線設定の柔軟性、迅速性
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　④広帯域性

　⑤端末の可搬性

　　⑥耐災害性及び高信頼性

　　⑦遠距離通信における経済性

　一方、このような長所を有する反面、静止軌道を往復するのに要する伝送

遅延時間の長さや降雨減衰などの伝送特性上の課題、さらに衛星の開発や

打ち上げに多額の経費や大きなリスクを伴うなどの課題もある。

　衛星系は、このような特徴を生かしつつ、GIlやAllの早期実現や

同報性などを活用した新サービスの創出など、ボーダーレス化の進展と

相まって、その役割が増大するものと考えられる。

　通信分野における衛星系と地上系の適用領域、役割分担は、図1－2に

示されるとおりであり、アクセス系における各種メディアの特質の比較は

表1－1のようになる。

　また、放送分野においても、衛星系は、広域性、同報性、経済性などの

特徴を生かした基幹的なメディアとして位置付けることができ、衛星放送や

映像国際放送の普及発展、さらには統合デジタル放送（ISDB
integrated　services　digital　broadcasting）による高品質、高機i能な放送

サービスの実現など、今後ともその重要性が高まっていくものと考えられる。

爾㊧

表1－1　アクセス網構成メディアの特質比較

サ　一　ビ　　ス　　性

同報性 移動性 双方向性 伝送容量

設備構築の

v　速　性

需要変動

ﾏ　　力
……1…：；……講iiiliii：iiiii：…i：iii…；：…；ii蕪…iiiii；……

◎ ◎ ○ ○ 　　○
i全国／全世界）

○

光プアイバ △ × ◎ ◎ 　△
i逐次拡大）

△

地上無線 ○ ◎ 0 △ △ △

↑
加
入
者
密
度

［狭域・高密度］

地上系

　　衛星系

［広域・低密

加入者の分布（ひろがり度）→

↑
変
動
量
※

衛星系繋イック
　　　　又は多変動トラフィック］

地上系
［大容量・固定トラフィック］

　　　　　　　距離→
※：長期的な需要不確定さや中長期的な
　　トラフィック変動（自然災害等を含む）

ビ⑫

図1－2衛星系・地上系の適用領域

／
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第2章宇宙通信の利用動向と課題

1　宇宙通信の利用動向、

　世界における通信衛星サービス及び放送衛星のトランスポンダ数の国別

運用数比較を、図2－1及び図2－2に示す。

（1）　日　本

　ア　固定衛星通信分野

　　（ア）現』状

　　　　我が国の国内衛星通信サービスは、1983年に打ち上げられた

　　　通信衛星2号（CS－2）により開始された。　CS－2においては、

　　　当時の日本電信電話公社や国の機関の利用が中心であったが、198

　　　5年の電気通信制度改革を機に、以後、新たな衛星通信事業者の設立

　　　や民間通信衛星の打ち上げが行われ、本格的な衛星通信利用の時代に

　　　入った。

　　　　現在、公衆通信分野においては、災害対策、離島通信、地上網の

　　　補完などに利用されており、また、専用通信分野においては、SNG、

　　　CATVへの番組供給、企業内通信、防災通信などに利用されている。

　　　　これらに利用されている我が国の通信衛星は、スーパーバード、

　　　JCSAT、　N－STARの3シリーズ計7個の衛星があり、総．トラ

　　　ンスポンダ数は206本（C、Ku、－Kaバンド）である。欧米との

　　　比較で特に注目されるのは、表2－1及び図2－3に示すように小型

　　　地球局（VSAT：very　smaIlaperture　terminaDの普及状況にお

　　　いて、絶対数が少なく、ユーザの利用分野に大きな偏りがある　こと

　　　である。

表2－1　双方向VSATの設置台数比較
’94末現在

地　　　域 台　　　　数 対前年伸び率
日　　本 3，688 16．6％

北　　米 121，733 9．5％

欧　　州 16，935 35．1％

その他 23，161 18．9％

合　　　計 165，517 13．6％
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北　米

使
用
周
波
数
帯

小売

34％

サービス

プロバイダ

　　39％

情報2％　その他6％

日　本

図2－3　我が国と北米とのVSATユーザ分布

Ka一固定通信
　（移動・放送系は今後）

Ku一固定通信／放送

C　一固定通信

S　　　　　　　　　　　　　　　　　翻

し｝灘信塵塞塞塑　

自治体他

　51％

⑫

57915691

内国

　
帯
帯
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Z

帯
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1
2

4
／
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4
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1
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C
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K

　1985　1995年
⊂＝＝＝⊃：海外

　L　：1．6／1．5GHz帯
　S　：2．6／2．5GHz帯

図2－4　宇宙通信における使用周波数帯ごとの利用動向

　一方、国際通信においては、初期の同軸ケーブルの容量に制限が

あったことや同軸ケーブルによる映像伝送が困難であったことから、

衛星の利用が優位を占めていた。

　しかしながら、1980年代後半から大容量伝送が可能となる光海

底ケーブルの本格的な導入に伴い、国際回線に占める衛星利用の比率

（映像伝送を除く。）は、図2－5に示すように、1985年の

63％をピークに順次逓減し、1995年には19％までに減少して
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おり、我が国に発着する国際基幹回線は光ファイバが主流を占める

ようになった。

なお、国際映像伝送については、現在も1まとんどが衛星に依存して

おり、その伝送時間は図2－6に示すよ引こ近年急激に増加している・

　25，000

国20，000

際15000
回　　’

蒙1・，…

　　5，000
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　9@9ﾆo
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團光プアイバ

ロ衛星
躍同軸ケーブル等

　　　1980　　　1985　　　1990　　　1995

　　　　　　　　西暦年
（）内の数値は、国際回線全体に占める衛星回線の比率を表わす

図2－5　国際回線（映像伝送を除く）の伸びと衛星回線の比率

幌㊧

（イ）　今後の動向

　　デジタル技術の進展による衛星トランスポンダの有効利用が図られ

　ることや送信出力の増大など衛星の高性能化の結果、小型低コスト

地球局の開発・利用が可能となることなどにより、衛星利用コストの

低減が進むものと考えられる。

　　この結果、アクセス系の迅速・効率的な構築や需要不確定な新サー

　ビスの早期立ち上げの有効手段として、従来の利用分野のほか、

医療・教育などへのマルチメディアサービスやLAN間接続、高精細

度テレビジョン（HDTV＝high　definition　teIevision）信号伝送

などの高速広帯域マルチメディアサービス（156Mbit／s
程度）などに利用されると予想される。

　映像伝送を除く大容量の国際基幹通信では、光ファイバへのシフト

により衛星の役割は相対的に低下するものの、開発途上国、特にエリ

アの広いアジア太平洋地域においては光ファイバネットワークの早期

整備が困難なことから、Al■などの早期整備に衛星が利活用される

ことが予想される。

（・，

ｨ
2

□受信

剔乱M

8，000

V，000

U，000

T，000

S，000

R，000

Qρ00

P，000

@　0
1980　　　1985　　　1990　　　1994

@　　　　　　西暦年
（199。年における伝送時間の伸びは湾岸戦争によ為）

図2－6　国際映像伝送時間の伸び

幽

イ　移動体衛星通信分野

（ア）現　状

　　移動体衛星通信は、国際海事衛星機構（lNMARSAT
　Internationnal　Maritime　Satellite　Organization）により’国際通信

　分野においてまず幕が開かれた。インマルサットサービスは、船舶か

　ら航空機、さらに陸上移動体通信へと拡大されっっある。また、通信

　方式もアナログからデジタルへ移行するとともに、衛星の大型化、

　大容量化（第二世代の衛星はアナログ電話換算125回線、1996

　年4月から順次打ち上げられている第三世代の衛星はデジタル電話

　換算1，000回線）が図られてきている。

　　国内通信分野では、静止衛星を利用した移動体低速データ通信サー

　ビスが1993年から開始されていたが、1995年8月及び199

　6年2月に打ち上げられたN－STARを用いる本格的な国内移動体

　衛星通信サービスが1996年3月末より開始された。N－STAR

　移動体衛星通信システムは、現在地上系システムによりサービスが

　提供されている沿岸無線電話システムを置き換えてエリア拡大を行う
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とともに、携帯・自動車電話サービスのエリア補完を行うことを目的

としている。このため、地上系サービスエリア内では、地上系にアク

セスし、地上系サービスエリア外では、衛星系にアクセスするという

デュアルモード端末が開発されている。

（イ）　今後の動向

　　米国の事業者などが計画している周回衛星を用いたグローバル移動

通信サービスが今世紀末から開始される予定であり、我が国企業も

その事業に積極的に参画している。このような新たなサービスの出現

　により地上系を含めた多様な移動通信サービスの提供が可能となる。

　　将来的には、衛星搭載大型展開アンテナが開発され、携帯型パーソ

ナル衛星通信やKa帯やミリ波帯を利用して、動画像などの高速デー

　タの伝送も可能とするマルチメディア移動体衛星サービスの実現が

期待される。

ウ　衛星放送分野

（ア）現　状

　　我が国では、1984年1月に打ち上げられたBS－2により、

　世界に先駆けて直接衛星放送サービスを開始した。現在、BS－2を

　引き継ぐBS－3によるサービスが行われているが、1996年3月

　には受信世帯数が1，000万世帯（NHK調べ）を超えるなど国民

　生活に定着したと言える。

　　また、次世代TVとして期待されるハイビジョン放送については、

　　1988年に1日1時間の実験放送を開始して以来、1991年には

　　1日8時間の試験放送が、そして1994年には1日10時間の実用

　化試験放送が開始された（1996年4月から1日13～14時間に

　拡充）。さらに1995年4月からは、衛星データ放送が開始されて

　いる。

　　一方、1989年の放送法改正により、通信衛星を利用した放送

　　（CSテレビジョン放送）が開始されたが、1996年3月現在、

　　CSテレビジョン放送の契約数は、約51万6千件となっている。

　　また、1994年6月目映像放送による国際交流の促進を図ること

　　を目的とする放送法の一部改正が行なわれ、映像国際放送の枠組みが‘

一18一
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整い、NHKは、1995年4月に映像国際放送を開始した。さらに、

海外からの映像国際放送については、郵政省において放送法に規定す

る「放送」の定義に該当することを確認、公表することとし、受信の

円滑化や映像情報の国際流通の促進に資することとされている。

（イ）　今後の動向

　　BS放送は、着実に進展しつつある。今後、　BS－3の後継機i

　（BSAT）が打ち上げられた後、2000年にはBSの普及数が1，

　630万世帯になるとの予測（NHK）がある。

　　また、CS放送については、放送用周波数が拡大されるとともに、

デジタル技術を駆使した衛星デジタル多チャンネル放送が開始されよ

うとしており、今後は多チャンネル放送時代に突入するものと思われ

る。さらに、NHK以外の民間によるCS国際映像放送の1996年

度中の実現が見込まれている。

　将来的には、21GHz帯や2．6GHz帯の利用などの新たな
衛星放送技術の開発が行われ、iSDBや高品質移動体音声放送など

のマルチメディア衛星放送サービスの実現が期待される。

（2）米　国

　ア　固定衛星通信分野

　　　米国は、衛星通信の最も進んでいる国であり、C帯及びK．u帯衛星

　　とも約2度間隔の軌道上に配置され、軌道と周波数はほぼ満杯の状況

　　である。

　　　現在、ヒューズ・コミュニケーションズ・ギャラクシ」社、GEア

　　メリコム社及びAT＆T社が衛星通信事業を行っており、1995年

　　3月現在、’C帯、Ku帯の合計のトランスポンダ数は、897本で

　　ある。

　　　さらに、米国では、軌道や周波数のひつ迫状況からKa帯の利用に

　　ついての検討が行われ、スペースウェイ衛星構想（ヒューズ社）やデ

　　レデシック構想（テレデシック社）などが発表されており、今後、K

　　a帯の利用が進むものと考えられる。（表2－2）

一19一



表2－2　Ka帯固定衛星通信システム

システム名 テレデシック スペースウェイ ボイススパン アストロリンク

事業者名
テレデシック

@（米国）

ヒェース㌔コミェニケーション

X㌔ギャラクシー

@　（米国）

AT＆T

i米国）

ロッキード・マーチン

@（米国）

衛　星　数 840 15 12 9

軌　　　道
@（高　度）

低軌道
i700km）

静　　止
i36，000km）

静　　止
i36，000km）

静　　止
i36，000km）

サービス開始予定 2001年 1998年 2000年 不明

システム経費 90億ドル 34億ドル 数十億ドル 40億ドル

サービス内容

16k～2Mbit／s

P55M～1．2Gbit／s

fジタル通信サービス

16k～1．5Mbit／sf
ジ
タ
ル
通
信
サ
ー
ビ
ス
‘
、

32k～1．5Mbit／s

fジタル通信サービス

デジタル通信サービス

主契約者（想定）

不　詳

ヒューズ

i米国） 不　詳

ロッキード・マーチン

@（米国）

このほか、GE・アメリコム（GEスター；静止衛星9個）なども、米FCC（Federal
Communications　Comission）にKa帯を利用したグローバル衛星通信シズテム構想を提出している。

イ　移動体衛星通信分野

　　米国AMSC（American　Mobile　Satellite　Corp．）『は、カナダTMl

　C（TMI　Communications＆Co．）と共同で移動体通信衛星AMSC／M

　SATを打ち上げ、1996年1月よりサービスを開始している。この

　計画は、静止衛星を使用し、電車や自動車などへの搭載型端末により

　サービスを提供するシステムであり、インマルサットと同様のL帯の

　周波数を使用している。

　　また、多数の低軌道にある周回衛星を使用し、全世界をサービスエリ

　ァとする携帯型端末の利用が可能な様々なシステムが計画されている。

　これらは、軌道高度が低いため、電波の伝搬損失が小さくなり携帯型

　端末の利用が可能になるとともに、グロrバルなサービスを提供できる

　ことから脚光を浴びている。このような周回衛星を使用し、音声通信

　サービスを行うシステムは「BigLEO」と呼ばれ、イリジウ，ム、

　グローバルスター及びオデッセイの3システムが1995年1月にFC

　Cから免許を受けたほか、インマルサットが中心となったlCOが計画

　されている。　（表2－3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乱
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　なお、これらとは別に、1GHz以下の周波数を利用して低速データ

通信のみを行うオーブコム、スターシスなど、　「Little　LEO」と呼ば

れるシステムも幾つか提案されている。

表2－3　計画されているグローバル非静止移動体衛星通信システム

システム名 l　C　　O イリジウム ゲローバルスター オデツセイ

事　業者　名

lCOゲローバル

Rミェニケーションズ

i母体インマルサット）

イリジウム

i米　国）

グローバルスター

i米　国）

T　R　W

i米　国）

衛　　星　　数 10 66 48 12
軌　　　　　道

@（高　　度）

中高度軌道
i10，355km）

低軌道
i780km）

低軌道
i1，406km）

中高度軌道
i10，354km）

使用周波数帯 S L L、S L
サービス開始予定 1999年末 1998年 1998年’ 1997年
システム経費 26億ドル 34億ドル 20億ドル 23億ドル

資金調達額※
14億ドル
@（54％）

19億ドル（56％） 14億ドル
@（70％）

1．5億ドル
i6．5％）

衛星主契約者

ヒューズ

i米国）

ロッキード・マーチン

@（米国）

スへ㌧スシステムス㌔

鴻堰[ル

@（米国）

TRW
i米国）

※　平成7年11月現在での情報による。ただし、lCOは、
@ム（平8．2．2）資料。イリジウムは、

　　　　　　　　　グローバルパーソナル衛星通信シンポジウ日本経済新聞（平8．2．22朝刊）による。

ウ　衛星放送分野

　　米国においては、1980年代初め頃、コムサット、RCA、　CBS

　をはじめとする大手の企業が次々と直接衛星放送計画を発表し、8社が

　FCCから許可を受けて準備を進めていたが、これらの本格的な高出力

衛星によるサービスが開始される前に、ベンチャービジネスのUSCl

　（US　Communications　inc．）が、1983年11月に中出力の通信衛星

　を使った暫定的なサービスを開始した。しかし、　「米画最初の衛星放

週というふれこみで始ま？た、この二戸は・加入者が伸び悩み・事業が

失敗に終わった。
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　この影響もあってか、米国の衛星放送計画1ま、しばらく中断されてい

たが、1994年6月にDi・recTV社とUSSB（USSatellite
Broadcasting）社が、　D　B　S－1により、デジタル多チャンネル放送を

開始した。現在、両社は、3機（現用2、予備1）の衛星で計32本の

トランスポンダを使い、合計200チャンネルのサービスを行っており・

直径45cmのアンテナで受信可能である。1995年7月現在・推定

受信者数は、約126万世帯であり、事業会社は5年後までに米国家庭

の10％（約1，000万世帯）に普及させたいとしている。

　また、これに続き、エコースターコミュニケーションズ社が、199

7年3月からサービスを開始するとともに、1996年中には・アル

ファスター、更にMCIとニューズコープの共同事業によるサービスが

予定されている。

　さらに、2．3GHz帯の移動体衛星デジタル音声放送については、

1995年1月に周波数の割当てが行われ、運営事業体も設立されてい

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（3）　欧　州

ア　固定衛星通信分野

　　欧州においては、地域衛星通信サービスを提供している欧州電気通信

　衛星機i構（EUTELSAT）の他、フランス（テレコム衛星4機）・

　　ドイツ（DFSコペルニクス衛星3機）、イタリア（イタルサット衛星

　1機）、スペイン（ヒスパサット衛星2機）などの衛星が運用されて

　いる。これらは、公衆通信、テレビやラジオの番組配信、光ファイバの

　バックアップ回線などに利用されている。

　　また、イギリスは、自らの衛星は所有していないが、インテルサット

　衛星及びユーテルサット衛星を利用して、VSATシステムによる映イ象

　音声、データ配信サービス及び衛星無線呼び出しサービスを提供して

　いる。

イ　移動体衛星通信分野

　　欧州は、伝統的に海運国が多いことから海事衛星通信システムである

　インマルサットの設立、運用に力を入れてきた。インマルザットの本部

　は、現在、ロンドンにある。インマルサットは、21世紀をにらんだ

一22一
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「プロジェクト21」計画の下で、携帯端末の利用が可能な周回衛星

（中高度衛星）を用いたlCOシステムの運用を行うICO　GIobal

Commun　i　cat　i　ons社に出資し、積極的に開発を進めている。

　国内又は欧州域内移動体通信については、イタリアのイタルサット

F－2（1996年打上げ予定の静止衛星）で実用サービスが開始され

る予定であり、欧州宇宙機i関（ESA：European．Space　Agency）が

移動体通信ミッションであるEMS（European　Mobile　Satellite）を

開発している。また、ESAは、データ中継衛星アルテミス（1998

年打上げ予定）にも移動体通信ミッションを搭載する予定で開発を進め

ている。

ウ　衛星放送分野

　　欧州においては、WARC－BSプラン（iTU無線通信規則付録

　第30号に示された直接放送衛星用周波数割当て計画）に基づく放送

衛星が実験用も含め合計10機打ち上げられたが、受信機の普及は低迷

　している状況にある。

　　現在、この地域の運用中の放送衛星としては、ドイツ及びフランスの

共同開発によるTV－SAT／TDF衛星があるが、提供される番組が

地上又はCATV向け番組の再送信のみであり番組の魅力が少ないこと

や受信機が市場に十分出回っていないことから、両国ともこれらの衛星

放送の普及はほとんど進んでいない。

　一方、CS放送サービスについては普及が進んでおり、現在、その

番組チャンネル数は130に達し、CATV配信又は直接受信により

視聴されている。最も普及の進んでいるアストラ衛星（ルクセンブル

グ）は、視聴世帯が6，000万世帯を超えており、欧州においては

放送衛星よりも通信衛星による衛星放送の普及がはるかに進んでいる。

（4）　アジア・太平洋地域

ア　固定衛星通信分野

　　アジア地域においては、1970年代半ばからインドネシアがパラパ

　衛星を打ち上げ、国内通略儀は周辺諸国へのトランスポンダの提供を

　行ってきた。
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　最近では、インテルサットが参入調整手続きを簡素化したことにより

非インテルサット系の国際衛星通信システム（いわゆる別個システム）

の参入が容易となり、この地域で多くのシステムが運用・計画されて

いる。　（図2－7）

　さらに、経済発展が著しい東南アジア諸国の中には、経済力の向上を

背景に衛星を自ら所有又は打ち上げを計画する国も現れてきた。インド

ネシアのほかに、中国（チャイナサット）、タイ（タイコム）、インド

（インサット）、韓国（コリアサット）、マレーシア（ミーサット）

などがあり、その多くは自国内だけでなく、日本を含む周辺諸国をサー

ビスエリアに含んでおり、今後、この地域における国際衛星通信での

し烈な競争が予想される。

　また、衛星数の増加とサービスエリアの拡大は、小型地球局の利用

要望の高まりと相まって、この地域の静止衛星軌道位置と周波数のひつ

垂直を招いている。このため、軌道・周波数の有効利用技術の開発と

衛星電波の相互干渉を監視するシステムの構築が求められている。

　一方、国連アジア・太平洋経済社会委員会（ESCAP）は、199

／4r年9月、北京での宇宙利用大臣級会合で採択された「北京宣言」に

よって、　「アジア太平洋における持続可能な発展のための地域宇宙応用

プログラム」を開始した。これは、衛星活用方策の検討を行う地域協カ

プログラムであり、情報通信基盤の整備を衛星通信を利用して早期に実

現することを目指している。このように、アジア太平洋地域の諸国にお

ける衛星利用の期待は大きいものがある。

　なお、経済力の向上とともに衛星通信・放送の活発な展開が進みつつ

ある東南アジア諸国に比べ、国力の小さい南太平洋地域における独自

衛星利用は進んでいない。ハワイ大学を中心とした非商用型の衛星ネッ

トワーク（ピースサット計画）や我が国のパートナーズ計画があるが、

いずれも当初の目的を果たし終えた衛星の再利用によるネットワークで

あり、この地域の衛星通信ネットワークの充実が求められている。

イ　移動体衛星通信分野

　　最近、米国企業とアジア諸国が、携帯型端末の利用が可能な静止衛星

　システム構想を相次いで発表した（表2－4）。そのうちの一つである

　ASC（Afro－Asian　Satellite　Communications）計画は、米国ヒューズ
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社がインド企業とともに計画したものであり、直径12m程度のアンテ

ナを搭載する衛星を1998年に打ち上げ、アジア全般をサービスしょ

うという構想である。同様の構想として、インドネシアのACeS計画、

中国のAPMT計画があり、今後の動向が注目される。

表2－4　アジアで計画されているリージョナル移動衛星通信システム

システム名 AC　e　S APMT A　S　C

事　業　者　名

アジア・セルラー

Tテライト・システム

iインドネシア）

アジア太平洋移動体
ﾊ信サテライト

@　（中　国）

ASC
iインド）

使用周波数帯 L L L

サービスエリア アジア 　アジア
i中国が、中心）

中東から東南アゾァ

iインドが、中心）

サービス開始予定 T998年 1998年 1998年
初期システム経費 約7．5億ドル 約8．5億ドル 約7億ドル

衛星主契約者

ロッキード・マーチン

@（米国）

ヒューズ

i米国）

ヒューズ

i米国）

ウ　衛星放送分野

　　アジア地域で直接放送衛星サービスを実施しているのは、現在のとこ

　ろ我が国だけであるが、今後、韓国がコリアサット（ムグソファ：19

　95年打ち上げ）を用いて、1996年7月頃からデジタル方式による

　TV放送（トランスポンダ3本、番組数12チャンネル）を開始する

　予定である。

　　また最近、香港、中国系企業がアジアサット衛星やアプスター衛星を

　用いた通信衛星による映像国際放送を開始し、　「国境を越えるテレビ」

　として話題になっている。我が国においては1995年より一定条件の

　下、放送と確認されたものは放送としての取扱いをすることとしており、

　これを機会として、欧米メディアのアジア進出が更に加速されるものと

　予想される。
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2我が国の課題

　我が国においては、衛星の最大の特徴である同報性を生かした放送分野で

の活用は・各種デジタル技術の進展と相まって着実に拡大している。

　一方・通信分野においては、国土が狭く、地上網が発達していることなど

から、企業内通信や災害対策などの公共的分野での利用など、利用分野が

限られている。

　さらに・我が国においては、衛星通信に対するアピールの不足などから、

一般の認知度が低く、衛星を利用した魅力的なアプリケーションの開発も

進んでいないため、欧米諸国に比較して、衛星利用の普及が遅れている。

　このため、通信分野における積極的な拡大を図るためには、地上網に比べ

て優位性が見い出せるような経済性の改善とアプリケーションの開発を図る

ことが、最も重要な課題である。

　なお、これに加えて、例えばクライアントの業務の流れを踏まえた衛星

通信ネットワークの構築・運用の提案や、場合により業務の流れ自体の見直

しをも考慮するなど、単に衛星通信技術のみならず業務の進め方までを含め

たト・‘タルシステムの企画、提案を行うことが重要であるが、現在、衛星

通信事業者やメーカにはこのようなノウハウが不足しており、衛星利用の

普及が低迷している遠因の一つとなっているものと考えられる。
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第3章　宇宙通信技術開発の現状と課題

1　我が国における動向

（1）概　要

　　我が国の宇宙通信の幕開けは、1960年代初頭である。1962年に

　国際電信電話（株）茨城宇宙通信実験所（現＝同社茨城衛星通信所）、さら

　に、1963年に郵政省電波研究所鹿島支所（現＝通信総合研究所（CR

　L）鹿島宇宙通信センター）の地において宇宙通信実験用パラボラアンチ

　ナが完成し、1963年に日米間のテレビ中継実験を実施した。

　　一方、宇宙通信技術の研究開発は、1963年に郵政省に設置された

　衛星通信実験機関連絡協議会（略称「叩者協議会」）を中心として推進

　された。その後、1968年には、宇宙開発委員会が設置され、さらに、

　1969年には、宇宙開発事業団（NASDA）が設置され、宇宙開発
　計画に基づき、国が中心となって、CSシリーズ、　BSシリーズ、技術

　試験衛星（ETS）シリーズなどの衛星計画を推進し、宇宙通信技術の

　研究開発を実施してきた。

　　当初、衛星技術については、米国からの技術導入が中心であったが、

　その後の製作メーカを含む関係機関の努力により、世界に先駆けでKa帯

　衛星通信システムや直接衛星放送システムを実用化するとともに、19

　94年打ち上げの技術試験衛星VI型（ETS－VI）では、2トン級の大型

　静止衛星を国産技術により開発できるまでに発展した。

（2）　技術開発衛星計画

　　我が国の通信放送分野における技術開発衛星計画を、表3－1に示す。

　　1994年打ち上げのETS－VIは、静止軌道への投入に失敗したもの

　の、その開発成果はN－STARに継承され、世界初のS帯移動体衛星

　通信やマルチビームを用いた固定衛星通信の実用化に反映されている。

　　また、Ka帯を利用した移動体衛星通信や21GHz帯ISDBの実現

　に必要な高度移動体通信技術及び高度衛星放送技術などの開発・宇宙実証

　を目的とする通信放送技術衛星（COMETS）が、平成9年度夏期打ち

　上げの予定であり、現在、その開発が進められている。　　　　・
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　これまでの技術開発の結果、我が国は、衛星搭載用のトランスポンダや

アンテナなどのコンポーネントの技術レベルでは、世界的レベルに達して

いるものもある。特に、Ka帯、ミリ波帯の伝送技術や光衛星間通信技術

においては、先行しているものと考えられる。

　しかしながら、これらの技術もコストや宇宙実証実績の面などにおいて、

商用衛星市場における国際競争力を十分に有しているとは言い難い。

　さらに、衛星のバス技術を含めたインテグレーション技術については、

衛星製作個数の量的不足により、欧米に比較して遅れている。

　こめため、我が国の衛星技術の国際競争力の一層の向上やGIlやAl

lなど高度情報通信基盤の構築、lSDB、移動体ISDNなどの新たな

サービスの創出のためには、今後、一層の研究開発が必要である。

　なお、CSシリーズ及びBSシリーズでは、研究開発部分と実用部分を

一つの衛星に相乗りさせることで、資金の効率的活用を図るという我が国

独自の衛星開発方式を採用していたが、1990年の人工衛星の政府調達

に関する日米合意により、国の研究開発を目的とした衛星と実用を目的と

した衛星の分離及び実用衛星の内外無差別オープン調達化を求められ、

この分野の技術開発戦略について見直しを迫られた。この結果、我が国の

宇宙通信分野における研究者、予算、論文及び特許については、図3－1

のように、1990年以前の急激な伸びに比べ、それ以降停滞している

状況にある。

1200

1000

800

600

400

200

一一ｹ一一 @研究者、技術者数

略一一 A予算（億円：人件費
　　を除く）
『一ﾌ一一 B論文数
一一oトー『 C特許数

　む　　　　　　　　　　　　ト
　　書　匙　婁　婁　繧　婁　婁　婁　嶺　婁

※CRL、　NASDA、　NTT、　kDD、　N’HK、（株）宇宙通信基礎技術研究所（SCR）、

　㈱次世代衛星通信・放送システム研究所（ASC）及び宇宙通信関連メーカ3社の合計である。

図3－1　宇宙通信分野における研究開発の推移
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2　欧米における動向

（1）　米　国

　ア　概　要

　　　米国は、世界に先駆けて宇宙通信の研究開発に着手し、その成果を

　　基に、世界的な衛星通信ネットワークの整備運用のための国際電気通信

　　衛星機構（1NTELSAT：lnternational　Telecommunications

　　SatelHte　Organization）の設立など、世界の衛星通信分野をリードし

　　てきた。

　　　先端技術の研究開発については、航空宇宙局（NASA：National

　　Aeronautics　and　Space　Administration）が中心となって推進し、応用

　　技術衛星（ATS）シリーズなど、各種の技術開発衛星の開発や打ち上

　　げを行ってきたが、衛星通信の商用化とともに、1976年打ち上げの

　　米加共同開発による通信技術衛星（CTS）を最後に、この分野の技術

　　開発衛星の研究開発から手を引いた。この後、米国における民生分野の

　　衛星通信技術の研究開発は、衛星メーカにを中心に進められてきた。

　　ド’しかし、1970年代後半から1980年代にかけて、欧州や我が国

　　が精力的に技術開発衛星プロジェクトを企画・推進し、日欧の技術レベ

　　ルが米国を凌ぐまでに発展してきているとの危機感があり、技術開発を

　　民間のみに任せることには問題があるとの認識が高まってきた。この

　　結果、約10年間の空白期間を経て、久し振りにNASAがヒの分野の

　　技術開発プロジェクトを推進することとなり、先端通信技術衛星（AC

　　TS：Advanced　Communications　Technology　Satellite）計画が生まれ

　　た。

イ　先端通信技術衛星（ACTS）計画

　　ACTS計画は、将来の情報スーパーハイウェイに必要な高速衛星

　通信ネットワークや30／20GHz帯を用いた移動体衛星通信の実現

　などを目指した技術開発衛星であり、1993年9月に打ち上げられた

　ものである。

　　米国として初めて、30／20GHz帯を使用し、各種のマルチビー

　ムアンテナ（可動型及び固定型）、衛星搭載交換機、広帯域トランスポ
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ンダなど先端技術を駆使した衛星であり、622Mbit／sの高速伝

送が可能である。

　現在、NASAを中心に、大学、民間企業などがこの衛星を利用して、

各種の実験を実施している。

ウ　軍における衛星開発

　　米国では、軍事目的の通信衛星は、商用に利用される以前から、研究、

　利用されており、先端技術を駆使した様々な衛星が開発・運用されてい

　る。・一

　　1994年2月には、重量4．5tの世界最大の静止衛星MlLST

　AR一工が打ち上げられている。この衛星は、ビーム可変のスポット

　ビ＿ムや世界的にも実用されていない40GHz帯や60GHz帯など

　の先端技術を使用している。また、最近、脚光を浴びている周回衛星を

　利用する移動体衛星通信システムは、国防総省高等研究開発局（DAR

　PA）と海軍（U－SN）が検討してきたM＄S（洋）の技術が活用されて

　いると言われている。

　　現在、米国は、軍用技術の民生転用を積極的に進めており、衛星技術

　の開発における軍の役割は極めて大きい。なお、軍における宇宙開発

　予算は、NASAの予算（1995予算年度で・約1兆4・4“60億

　円）とほぼ同程度である。

　　　（注）　MSS（Multiple　SatelIite　System）
　　　　　　高度約700kmに、合計240機の衛星を配置し、グローバル音声通信
　　　　　網を構築しようとする衛星計画であったが、1987年に中止された。

工　民間企業における衛星開発

　米国の衛星開発企業は、第2章で述べた新たなサービス創出のための

　Ka帯固定衛星通信システムや非静止移動体衛星通信システムを開発し

ているが、表3－2に示すように、；れらのシステムの要素技術の多く

　は政府主導による技術開発の成果を活用している。

　　また、従来から広く活用されているKu帯・C帯衛星通信システムに

　ついても、競争市場での生き残りをかけて衛星のコスト低減と製作期間

　の短縮、出力の大電力化などを目指しており、特に多数の衛星を製造す

　る場合には徹底した合理化を図ることなどにより・商用衛星の受注から

　軌道上引き渡しまでの期間を2年程度に短縮することを目指している。

一32一

㊨
▼

》

表3－2　米国政府主導で開発された主な衛星技術と日本の状況

技　　　術　　　名 米国の状況 日本の状況

広帯域中継器技術 ACTSで900MHz幅
�ﾀ現。

ETS－VIで250MHz幅
�ﾀ現。

非静止衛星通信技術

iハンドオーバー制御技術、ドッ
vラーシフト補正技術など）

軍事技術の転用によりイリ

Wウムなどの実用システム
�J発中。

地球観測衛星、アマチュア衛

ｯ等ごく限られた範囲で実
ｻ。

衛星間通信技術 NASAがデータ中継衛星
�^用中。

ETS－VIやGOMETSで
J発中。

衛星搭載大型アンテナ技術 口径5m級を実現。　NAS
`が、14m級を開発中。

口径3．5m級を実現。　ET
r一皿に向け、10m級を研
?J発中。

衛星搭載交換機技術 AGTSで実現。イリジウ
?ﾈどの実用システムを開
ｭ中。

ETS一「皿に向け、研究開発
?B

衛星搭載高安定原子時計技術 軍がGPS衛星で実現。 未着手。

（2）　欧　州

ア　概　要

　　欧州の宇宙開発は、欧州の14か国が加盟するESAが中心となって

　推進している。宇宙通信分野においては、欧州初めての実験用通信衛星

　である軌道上技術衛星（OTS、1978年打ち上げ）に始まる各種の

　技術開発衛星や実角衛星の開発を行ってきた。

　　ESAは、宇宙開発の商業化及び欧州の競争力の強化を基本政策とし

　ており、欧州地域の実用衛星の製作はESA又はその技術を基にした

　欧州企業のコンソーシアムにより行われていることが大きな特徴である。

　　なお・ESA以外にも各国独自の宇宙開発が行われており、例えば、

　イタリアではイタリア宇宙開発事業団（ASl）がイタルサットにより

　Ka帯の技術開発を行なっている。

イ　技術開発衛星計画

　　ESAは、加盟各国ρ財政難により予算が低下している中で、現在、

　アルテミスやアルキメデスの開発に取り組んでいる。

　　アルテミスは移動体衛星通信技術や光通信などによる衛星間通信技術

　の開発を目的とする衛星（1998年打ち上げ予定）で、我が国の光衛

星間通信実験衛星（OlCETS、1998年打ち上げ予定）との光衛
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星間通信実験を実施する予定である。

　また、アルキメデスはデジタル音声放送などの提供を目的とし、欧州、

北米、極東を効率よくカバーする長楕円軌道に6個の衛星を1998年

以降順次打ち上げる計画である。

　一方、実用衛星分野では、主契約者として十分な国際競争力を持つに

至っていない我が国の衛星メーカは、衛星製作機会の減少を余儀なくされ

るとともに思い切った設備投資ができない状況にあり、実用衛星分野での

十分な市場が確保できていない。　（図3－2）

　したがって、我が国宇宙産業の育成の視点からも、研究開発資金の十分

な確保が求められている。

3我が国の課題

（D　明確な将来ビジョンの策定と体系的な研究開発

　　欧米は、世界的な情報通信基盤整備が進展する中、通信放送分野を戦略

　的技術分野と位置付け、国内産業の国際競争力強化を念頭に置き、軍用

　宇宙技術の民生転換、各種のR＆D計画の推進など、この分野の技術力の

　強化を図ろうとしている。

　　我が国は、CS、　BS及びETSシリーズ等の成果からアンテナ技術、

　中継器技術等、一部の技術においては世界をリードするレベルにまで到達

　しているが、低コスト・短期間で衛星を製作するために必要な標準バス

　技術など、通信衛星、放送衛星全体の技術については、未だ十分な技術力

　を有しているとは言い難い。

　　したがって、先端的衛星開発技術について、欧米と比肩できるような

　国際競争力を育成し、ますます高度化・多様化する国民のニーズに的確に・

　対応していくためには、宇宙通信の将来ビジョンを明らかにするとともに、

　それに基づく体系的、かつ、継続的な研究開発の強力な推進が必要である。

耀診

日本メーカ
その他10％

21％

ヒューズ

37％

※　1994年5月契約までの累積機数（旧ソ連圏を除く）による。

図3－2　通信放送分野の衛星製作シェア
塵

（2）　研究開発資金の十分な確保

　　米国の衛星メーカは、NASAによる技術開発、国防総省及びその関連

　機関の衛星開発などへの参画経験を経て、膨大な技術と設備の蓄積を有し

　ており、世界の商用衛星市場で圧倒的な競争力を有している。

　　また、欧州の衛星メーカは、ESAを中心とする欧州各国の宇宙開発

　商業化政策に基づき、欧州その他の衛星市場を確保している。

　　このような状況の中、我が国においては、1990年の人工衛星の政府

　調達に関する日米合意を機に、国における研究開発及びその宇宙実証を

　行う研究開発衛星打上げ計画が大巾副二減少し、研究開発の遅れが顕在化し

　つつある。

（3）　宇宙実証機会の十分な確保

　　これまで我が国において、宇宙開発計画に基づき開発・打ち上げられた

　技術開発衛星は、数そのものが少ないだけでなく、構想から打ち上げまで

　の研究開発期間が長いことから、宇宙実証を行う段階では既に同様の技術

　が諸外国において確立しているなど、急速に進展しつつある世界の技術

　革新に遅れをとる場合もあった。

　　米国企業を中心に進められつつある周回衛星によるグローバル衛星シス

　テムは、その最たる例である。今後、我が国は、このような世界の動向を
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的確に把握し、重点的に取り組むべき技術開発課題の常なる検討とともに、

適宜、適切な宇宙実証ができるよう宇宙実証機会の増大が必要である。

　なお、この場合、実利用に即した形態での宇宙実証システムのみならず、

要素技術について、タイムリー、かつ、計画的に宇宙実証が行えるような

対策の検討も必要である。

億
㊥

第4章宇宙通信の将来展望と今後の宇宙通信システム

1　宇宙通信の将来展望

　現在、世界的にGllやAIlの整備が進められつつあり、衛星への期待

が高まっている。

　このような中、先進国においては、今後、マルチメディアに対するニーズ

が着実に増加し、回線設定の迅速性、サービスエリアの広域性という特長を

生かした超高速衛星通信など、新たなサービスの提供が期待されている。

将来的には、アクセス系を中心に衛星と光ファイバは、双方の持つ特徴に

応じ、互いに補完しながら発展していくと考えられる。

　また、国内通信網の整備が遅れている開発途上国や島しょが多い南太平洋

地域諸国においては、主として経済性や設備構築の迅速性などの点から、

衛星による情報通信基盤整備が先行して進められるものと考えられる。

　一方、我が国においては、通信・放送に対する今後のニーズ動向を踏まえ

るとともに、宇宙通信の特長を生かした適用分野を勘案した場合、宇宙通信

の将来像は、次のようになるものと考えられる。

珍

（D　固定衛星通信

　　固定衛星通信は、今後、ミリ波／Ka帯の周波数帯の利用や衛星送信

　電力の増大、マルチビーム化・スポットビーム化などによる衛星の高性能

　化、周回衛星の活用やデジタル技術の進展などによる地球局の小型化・

　経済化、伝送速度の高速化が図られ、衛星の広域性などの特長を生かした

　アクセス系サービスを中心として発展していくものと考えられる。（図4

　－1、図4－2、図4－3）

　　特に、地球局の小型化は、図4－4に示すように推移してきたが、今後

　も小型化・高性能化が急速に進むと考えられ、21世紀初頭には、表4－

　1に示すように、開口径50cm程度の大きさのアンテナで送受信を行う

　小型地球局や光ファイバ網の補完・代替となり得る高速地球局の出現が

　期待される。また、これらの地球局の運用に際しては、静止衛星のみなら．

　ず多数の非静止衛星の利用も考えられる。

　　このような小型地球局の出現は、衛星通信による家庭レベルでの情報の

　送受（STTH：satelIite　to　the　home）を可能とし、遠隔教育や遠隔
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医療、多地点間テレビ会議、各種の情報配信などの衛星マルチメディア

サービスの新たな展開が予想される。

　今後、このような地球局の実現のために世界市場を見越した標準化の推

進と量産効果によるコスト低減、小形化のためのアンテナ、変復調方式な

どの改良による干渉軽減技術の開発、衛星通信専用の周波数帯の確保によ

る地上業務との干渉の回避と地表面電力束密度（P．f．d．）の制限の緩和、

高出力・高効率搭載機器などの開発を推進していくことが重要である。

　　　　　　　　　　梅酒

画像ファイル

　サーバ

卜10ST 光ファイバ

　　　鯉Mbps

　　　　　　

Digital　Tuner／

閉PEG　D8coder

腺ll：1／

本　校

ゑ旧惣
6年生の授業

図4－1　双方向情報配信／収集サービス

幽【□

1年生の授業

　　　　　一・

公民館

分校

新刊図書

の配布

摺集団検診

図4－2　僻地・離島における教育・教養・医療サービス
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表4－1　21世紀初頭に想定される固定地球局

価格及び国

モデル名 機　　　　　能 大　き　さ 用　　　　途 備　　考

内の需要数

・双方向 アンテナ径20cm 10万円以下 ・可搬型データ端末 ・場合によ

超小型 ・音声・データ伝送 以下あるいは ・災害監視など比較 り移動地

地球局 ・速度64kbit／s～ 同程度の面積 的低速のデータ伝 球局を流

1．5Mbit／s程度 の平面アンテナ 数十万台 送 用

・双方向 アンテナ径 20万円以下 ・遠隔医療、遠隔教 ・可搬型も

・音声及び映像伝送 50cm程度 育などの家庭での 想定

小　　型 ・速度1．5Mbit／s～ 利用・小学校や小

10Mbit／s程度 規模事業所での利

地球局 ただし、送信は、 数百万台 用

これより遅いこと ・可搬型を用いた一

も考えられる 時的使用

・小形地球局の受信 アンテナ径 5万円以下 ・上記のうち、リターン ・衛星放送

（受信 専用型 30cm程度 リンクが低速で差し 受信用を

・有線によるリターンリン 支えないものの利 含む

専用型） ク機能を持つ 千数百万台 用

・放送・同報通信

・双方向 アンテナ径 100万円 ・高速通信が必要な ・車載型も

高　　速 ・高速データ伝送 1～3m程度 ～3，000万 中・大規模事業所 想定

地球局 ・速度数Mbit／s～ 円程度 での利用

156Mbit／s程度 ・災害時

・輻韓時

・遠隔地

数千台 ・一椏I使用の際の
光ファイバの補完

（2）移動体衛星通信

　　　我が国においては、N－STARにより本格的に始まった移動体衛星通

　信が着実に進展し、当初の可搬型や船舶搭載型端末の利用のみならず携帯

　型端末の利用ニーズが増大する。このため、21世紀の初頭には、携帯型

　パーソナル衛星通信の実現が求められる。

　　　この携帯型パーソナル衛星通信の実現には、静止衛星を利用する方式と

　非静止衛星を利用する方式に大別される。図4－5に示すように、周波数

　　の利用効率や経済性から静止衛星を使用するシステムは、トラフィックが

　集中する国内・地域向けネットワークに適しており、また、非静止衛星を

　使用するシステムは、高緯度地域を含むグローバルネットワークに適して

　　いることから、これら各種システムはネットワークの統合（図4－6）な

　　どと協調を図りつつ発展するものと考えられる。
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饗

（大）

広
域
性

（小）

国全体あるいは複数国
に広がった地域

国内

全世界

ii静止衛星システムiii

地上システム

○グローバルな移動が中心

○全世界を薄く広くカバー

比較的トラフィック密度の

高い、限られた場所で有利

（←大） トラフィック密度 （小→）

図4－5　移動体通信システムの適用領域

　　　　　　　　　論

GateWay

図4－6　統合的な移動体通信ネットワークのイメージ

iSDN
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　移動地球局については、表4－2のように、21世紀初頭には、地上系

と衛星系を組み合わせたデュアルモード端末を含む携帯型のパーソナル地

球局と移動体に対して数回kbit／s～数Mbit／sの通信サービス

を提供するポータブル移動型地球局が想定される。

　さらに、将来においては、1997年打ち上げ予定の通信放送技術衛星

（COMETS）及びこれに続く技術開発衛星などの成果を生かし、　Ka

帯／ミリ波帯を利用して、動画像などの高速データの伝送も可能とする

マルチメディア移動体衛星通信サービスの実現も期待される。

　移動体衛星通信分野においても、固定衛星通信分野と同様に、地球局の

小型化や伝送速度の向上のためには、変復調方式などの改良による干渉

軽減技術の開発、衛星通信専用の周波数帯の確保による地上業務との干渉

の回避と地表面電力束密度（p．f．　d．）の制限の見直しの検討を行うととも

に、高出力・高効率な搭載機器の開発などを推進していくことが重要で

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

DBも次世代サービスとして登場し、マルチメディア社会の発展に大きく

貢献するものと考えられる。　（図4－7）

21GHz帯利用技術

，一輌r130β．

実験 実用化

デジタルHDTV

12GHz帯BS放送
の高精細度化

データ放送利用による

マルチメディアサービスの展開
lSDBによる
マルチメディアサービス

曾

立体
テレビジョン

移動体向け音声放送

実験 実用化

2．6GHz帯利用技術

表4－2　21世紀初頭に想定される移動地球局

価格及び
モデル名 機　　　　　能 大きさ 用　　　　途 備　　　考

国内需要数
’

・双方向 片手で持て 10万円以下 ・衛星携帯電話 ・地上系とのデ
パーソナル ・音声・データ伝送 る大きさ ・携帯データ端末 ユアルモード端末

・速度64kbit／s程度 （ハンドヘル ・FPLMTSの も想定
移動地球局 以下 ド） 衛星システム ・アンテナでの衛星

100万台 追尾は、不要

とする

・双方向 アンテナ径 20万円以下 ・数Mbit／s級移動 ・必要に応じ、
・音声及び映像伝送 50cm程度 通信 アンテナで衛

ポータブル ・速度三百kbit／s～ 以下 星を追尾
数Mbit／s程度 ・リターンリン

移動地球局 ただし、送信はこ クのみ地上系
れより遅いことも を利用するこ
考えられる 10万台 とも考えられ

る

（3）衛星放送

　増大する高品質化、多チャンネル化へのニーズに伴って、衛星放送はま

すます発展するものと考えられる。さらに、デジタル化の進展によりis
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図4－7 1SDBの将来展望

　lSDBは、現在の放送映像や音声をデジタル化するだけでなく、これ

らを高品質化、多チャンネル化し、さらに静止画、ファクシミ1人文字、

コンピュータソフトウェアなどの種々の情報をデジタル信号により統合し

て放送するものである。これにより、高精細度テレビジョン（HDTV）

放送、立体映像などの臨場感ある受信が可能になるとともに、放送の高機

能化（電子新聞などのマルチメディアインタラクティブサービスなど）を

図ることができる。　（図4－8）

　このため、通信放送技術衛星（COMETS）による21GHz帯lS
DB実験が予定されており、その成果が期待される。

　また、21GHz帯衛星放送では、マルチビームアンテナ技術、空間

合成アンテナ技術の開発により地域別衛星放送も可能になる。
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　さらに将来には、ギガビット級の伝送速度を実現できる42／84GH

z帯を利用して多チャンネルの超高精細度テレビジョン（UDTV）、

インタラクティブ・バーチャル放送などの更に臨場感があり高機能な放送

の実現が考えられる。

　移動体向け衛星放送については、車載型受信機やポータブル受信機など

で高品質なデジタルマルチメディア放送が可能となる。これにより、静止

画やデータ放送を含めた音声級lSDBサービスが実現され、通常の音楽

サービスのほか、交通情報、測位複合サービス、天気情報など、移動体に

適した情報提供サービスが実現されるものと考えられる。また、将来的に

は移動体向け映像放送の実現も考えられる。

　国際放送については、衛星間通信技術の利用により、複数の静止衛星を

経由して、直接相手国に放送する形態も考えられる。

（4）宇宙通信インフラストラクチャ

　　軌道上に打ち上げられた地球観測衛星や各種探査衛星、有人宇宙船と

　地球との間の情報の伝送手段としての衛星間通信システムは、可視域の

　拡大と連続通信時間の延長を目的として開発され、その通信形態及びニー

　ズは更に多様化しつつある。

　　静止衛星軌道（GSO：geostationnary　sate日ite　orbit）と非静止

　衛星軌道（Non－GSO）との間の通信は、地球観測データの分解能の

　向上による高ビットレート化及び有人宇宙活動の進展を含むユ」ザー数の

　増加により、今後とも増加していくと考えられる。また、現在、地球局と

　非静止衛星間で直接行われている通信についても、今後は可視時間が長く

　取れる静止御呼経由の通信に移行していくことになろう。また、広域観測

　データの収集のため複数の静止衛星を経由する通信も考えられる。

　　非静止衛星相互間の衛星間通信は、宇宙ステーションの周辺において、

　宇宙ステーションと宇宙輸送機iとの間、船外活動機i（EVA　：extra

　vehicular　activity）との間、軌道上サービス機（OSV：orbital

　services　vehicie）との間の通信のために必要となる。また、各宇宙機の

　インテリジェント化が進めば、更に需要が増加すると考えられる。

　　一方、利用周波数については、S帯及びKa帯を用いた衛星間通信は

　世界的に実用の段階にあるが、Ka帯の高機能アンテナの開発やミリ波

　以上の高い周波数におけるデバイスや相手方の衛星の捕捉などの技術開発
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課題がある。他方、光衛星間通信については、今後の伝送量の増大により、

ミリ波とともに利用が進んでいくと考えられる。ただし、その場合におい

ても、Ka帯以下の電波は、ビームが広くブロッキングの影響が小さい

ことや衛星捕捉が容易であるなどの利点を生かし、中低速レートの情報や

近距離の通信を中心に引き続き使われていくことになろう。

（5）衛星による測位

　　衛星による測位は、1960年代に開発されたNNSS（Navy
　Naviξation　Sateliite　System）の後を受け、現在米国のGPS（GlobaI

　Positioning　System）がカーナビゲーション、船舶・航空機の航行援助、

　測量などに広く利用されている。また、ロシアが、GLONASSを運用

　しており、航空など一部の分野での利用が検討されている。

　　現在、GPSで民間に公開されている信号は、一定の誤差が意図的に

　付加されており、必要に応じディファレンシャル（相対測位）技術などに

　より精度の向上を図った上で利用されているが、今後は民生利用への開放

　が進み、現状よりも更に高い測位精度が得られることが期待される。

　　また、測位と通信を組み合わせたシステムとして、フランス国立宇宙研

　究センター（CNES）がアルゴスシステムを、アメリカ、ロシア、カナ

　ダ、フランスなどを中心とした諸国が共同でコスパス・サーサッドシステ

　ムを運用しており、それぞれ生物の動態把握や科学研究、船舶を中心とし

　た捜索救難を中心に利用されているが、今後は、軌道上衛星配置の工夫や

　高精度時刻標準の開発により、さらなる測位精度の向上や通信容量の増加

　を図り、コンテナ追跡システムや移動体動静管理システムなどの新たな

　アプリケーションによる利用が期待される。

（6）その他

　　これまで述べてきたように、衛星通信や衛星放送は、今や国民生活や

　社会経済活動に不可欠なものとなっており、今後も利用が拡大していくも

　のと考えられる。一方、小型地球局の増加や地球局の誤操作・誤動作など

　により衛星が電波干渉を受けてその運用に支障を来す恐れが高まってい

　る。そこで、衛星通信・放送システムを安定的に運用するため、宇宙から

　の電波監視などについて、研究する必要があると考えられる。
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2　開発すべき宇宙通信アプリケーション

　現在・衛星通信は、主に企業内通信、衛星放送、公衆網内での高信頼化

対策、アナログ映像伝送、防災行政の分野などにおいて活用されている。

　しかしながら・近年のデジタル技術などの著しい進歩により、放送の分野

では、衛星の広域・同報性を生かしたデジタル映像の多チャンネルサービス

が米国で開始されており、日本でも近々開始される見込みである。また、

移動体へのサービスについても、現在行われている可搬型地球局を用いた

音声及び低速のデータ通信サービスから携帯端末を用いた音声及び高速デー

タ通信サービスへ適用が拡大されつつある。

　これらの状況を踏まえて、衛星通信の更なる適用拡大を目指して、付録1

に示すような各種アプリケーションを提案し、検討を行ってきた。

　これらを概括すると、次のようになる。

（1）広域・同報性を生かしたもの

○教育（大学、企業内及び各種専門教育）、電子新聞配信、衛星放送の

　ように主として情報の流れが1対Nのもの

○七並点間のTV会議のように情報の流れがM対Nとなるもの

○各分野における多様な情報配信のように“マス”を対象としたもの

・広報、製品紹介など通常のテレビジョン端末を使用するもの

・家庭や企業のコンピュータなど情報処理端末への情報配信（テレソフト

ウェア、電子新聞、テレショッピングなどを含む）

（2）回線設定の柔軟性・迅速性及び端末の広域移動性を生かしたもの

○遠隔診断・医療

　・過疎地での医療

　・高度な専門知識・技術が必要なもの

　　など

○移動体運行管理並びに移動体への情報配信

（3）耐災害性及び高信頼性

○防災緊急情報配信

○災害時の応急回線の設定
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○遠隔医療、ライフラインの確保、マスコミ取材、放送のように災害時に

　も通常時と同様のサービスが期待されるもの

（4）広帯域性

○遠隔医療、ISDBなど、よりリアルな映像を伝送するアプリケーショ

　ン

○研究情報伝送システムなど、光ファイバとシームレスなネットワークを

　目指すシステム

　など

　衛星アプリケーションを普及させるためには、公共部門における積極的な

利用促進や潜在的ユーザーへの普及促進方策を展開するとともに、そのアプ

リケーションを利用してみたいという気持ちを起こさせるような魅力的で

有用なコンテンツを提供することが必要である。

　また、端末などを含むシステム全体に関しても使い易く襟作性の良いもの

が望まれる。

　さらに、衛星通信では、多数の情報利用者から情報提供者への方向に対し

て情報を要求すると、逆に情報提供者から情報利用者である多数の小型地球

局への方向に対して大量の情報を伝送することができる。このように＼双方

向の伝送速度がアンバランスな回線で構成される同報型インタラクティブ

通信システムが容易に実現できることも特徴である。　（図4－9）

高速情報

・マルチメディア情報配信

・複数データベースのネットワーキング

　　　　　　　　　　　　　　　等

情報の要求

図4－9　同報型インタラクティブ通信システム
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　これは、先に述べた「（D広域性・同報性を生かしたもの」の各種アプリ

ケーションを提供する際に、通常双方向性の伝送速度が同一な地上回線を

利用するよりも・衛星通信の持つ優れた特長を生かせることが可能となり、

衛星通信の有望な適用分野の一つと考えられる。

　また、利用者の地球局を受信専用とし、アクセス回線に地上回線を利用

すれば、既存の技術で同報型インタラクティブ通信システムの実現が可能で

あり、これらアプリケーションを早期に提供することができる。

　衛星の広域性を生かし、多くのアプリケーションで国際協力やグローバル

な事業展開などの国際的な利用が考えられる。特に、国際分野では、GIi

やA口に見られるように情報通信基盤の確立が急がれており、この中でも、

衛星通信は重要な役割を果たすものと期待される。さらに、教育・医療など

の分野でのアプリケーションは有望と考えられる。そこで、相手国のニーズ

把握を十分に行い、具体的な提案を行っていくことが重要である。

3　開発すべき宇宙通信システム

　宇宙通信は、今後の高度情報通信社会において、光ファイバ系や地上無線

系とともに重要な一翼を担う情報伝送メディアとなろう。

　これまでに述べた宇宙通信の将来展望を踏まえると、今後、開発すべき

宇宙通信システムとして表4－3に示すようなものが考えられる。
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表4－3　将来予想されるアプリケーションと開発すべきシステム

将来予想されるアプリケーション 開発すべきシステム

（1）現状の衛星技術の延長で可能なアプリケーション
・数十チャンネル程度のデジタルテレビジョン放送

E数百チャンネル程度のデジタル音声放送

E数Mbit／s程度のデータ放送

ﾈど

衛星デジタル多チャンネル放送

Vステム

数十kbit／s程度（フォワードリンクについては、数Mbit／s程度）の伝送

ｬ度によるく

E電子新聞

E電子ショッピング

EInternet接続

@など

超小型地球局衛星通信システム

数十Mbit／s程度の伝送速度による、

E企業内通信

E遠隔教育

@など

大容量デマンドアサイン形メッ

Vュネットワーク衛星通信シズ

eム

百数十Mbit／s程度の伝送速度による、

E大容量データベース検索

E地球観測情報配信

E遠隔診断用高精細画像伝送

@など

ATM衛星通信システム

非常災害時における。

E地上網の代替

E被災地の災害情報の収集

C・ ﾀ否情報の提供

@など

非常災害対策用衛星通信システ

（2）開発中の衛星技術で実現できるアプリケーション

・HDTV忌数チャンネル程度の衛星放送

E立体HDTV
E地域別衛星放送

ﾈど

広帯域衛星放送システム

百数十kbit／s～数Mbit／s程度の伝送速度による、

E自動車への交通・観光情報などの提供

E船舶かちの映像発信

E航空機へのニュース映像伝送

@など

マルチメディア移動体衛星通信

Vステム

・低軌道地球観測衛星からのデータの収集

E有人宇宙活動支援

E複数の静止衛星を結ぶ地球上で東西に大きく離れ

ｽ地点間での各種通信・放送

ﾈど

衛星間通信システム
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（3）　新たに衛星技術の開発が必要なアプリ’ケーション

1Gbit／s程度の伝送速度による、 ギガビット級超高速衛星通信
・スーパーコンビご一十ネットワーク システム

・高速LAN間通信
・高度遠隔医療

・バーチャルリアリティによる遠隔教育

・企業内通信

・災害時の大容量回線の代替

・マルチメディア電子新聞

・マルチメディア電子ショッピング

・電子博物館

・各種研究情報ネットワーク

など

・片手で持てる程度の大きさの端末による電話 携帯型パーソナル移動体衛星
・ページング 通信システム

・ノートパソコンによるモバイルコンピューティング

など

・ポケットに入る程度の端末による電話 ポケッタブル移動体衛星通信

・電子手帳によるモバイルコンピューティング システム

など

全世界をカバーする百数十kbit／s～数Mbit／s程度の伝送速度 グローバルマルチメディア

による　（ 移動体衛星通信システム
・自動車への交通・観光情報などの提供

・外航船舶がらの映像発信

・国際線航空機へのニュース映像伝送

など

・GPSと同等以上の精度の測位 通信・測位複合衛星システム
・移動体動態把握

など

車載、携帯受信機に向けた 移動体衛星デジタルマルチ

・GD並みの音質のデジタル音声放送 メディア放送システム

・数百kbit／s程度のデータ放送

など

・蓄積受信をベースとする数十チャンネル以上のH ギガビット級超広帯域衛星放送

DTV放送 システム

・UDTV放送
・インタラクティブ・バーチャル放送

など

・数百Mbit／s～1Gbit／s程度のアクセス系衛星通信 超高速光衛星通信・光衛星間

システムのフィーダリンク・衛星間リンク 通信システム

・深宇宙の開発支援

など

・宇宙通信業務等の混信排除対策 電波監視衛星システム

など
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なお、これらのシステムの具体的内容は、次のとおりである。

（1）現状の衛星技術の延長で可能なシステム

ア　衛星デジタル多チャンネル放送システム

　　映像圧縮技術を用いたデジタル多チャンネル放送システム。

イ　超小型地球局衛星通信システム

　　家庭に設置できるような超小型地球局（USAT）の利用が可能な

　衛星通信システム。

ウ　大容量デマンドアサイン形メッシュネットワーク衛星通信システム

　　画線設定の柔軟性を利用したVSATによる高速デジタル衛星通信

　ネットワーク。

エ　ATM衛星通信システム

　　ATM交換機に対応可能な156Mbit／s程度までのデジタル衛星通信

　システム。

オ　非常災害対策用衛星通信システム

　　非常災害時において救援及び復興に資するマルチメディア衛星通信

　システム。

（2）現在衛星技術を開発中のシステム

ア　広帯域衛星放送システム

　　通信放送技術衛星（COMETS）などによる実験・宇宙実証を行う

　予定の21GHz帯衛星放送システム

イ　マルチメディア移動体衛星通信システム

　　COMETSなどにより開発・宇宙実証を行う予定の100kbit／s～’

　数Mbit／s程度の伝送速度を実現する移動体衛星通信システム

ウ　衛星間通信システム

　　COMETSやデータ中継技術衛星（DRTS）などにより、開発・

　宇宙実証を行う予定の地球観測データ取得・宇宙開発支援などのための

　衛星間通信システム

（3）新たに衛星技術の開発が必要なシステム

ア　ギガビット級超高速衛星通信システム

　　GllやAllの構築や光ファイバ網と互いに補完し、シームレスな

　ネットワークの実現が可能なギガビット級衛星通信（大容量アクセス系

一52一
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　衛星通信を含む）システム。

イ　携帯型パーソナル移動体衛星通信システム

　　携帯型端末の利用が可能となる移動体衛星通信システム。

ウ　ポケッタブル移動体衛星通信システム

　　ウの後継となるような、更に小型な端末の利用が可能となる移動体衛星

　通信システム。

エ　グローバルマルチメディア移動体衛星通信システム

　　全世界をサービスエリアとして、百kbit／s～数Mbit／s程度の伝送速度

　を実現する移動体衛星通信システム。

オ　通信・測位複合衛星システム

　　測位機能と移動体通信機能を複合化した衛星通信システム。

力　移動体衛星デジタルマルチメディア放送システム

　　大ロ径アンテナや高出力のトランスポンダなどの利用により地上受信

　アンテナの小型化を可能とし、移動体でCD並みの高品質な音声などの

　デジタルマルチメディア放送が受信できる衛星放送システム。

キ　ギガビット級超広帯域衛星放送システム

　　（2）アよりも、高速、かつ、大きな伝送容量を必要とするインタラク

　ティブ・バーチャル放送など、更に高機能な放送を実現する衛星放送

　システム。

ク　超高速光衛星通信・光衛星間通信システム

　　光衛星通信衛星間で、数Gbit／s～10Gbit／s程度の高速

　通信を行うことにより更に高度な通信を実現し、また、宇宙開発支援に

　おいて、更に大容量な通信を実現するための光衛星間通信システム。

ケ　電波監視衛星システム

　　衛星軌道上から地球局などの発射電波を監視し、適切な混信排除対策

　などを行うことに資するシステム
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第5章推進すべき衛星開発計画

　宇宙通信の益々の発展を図るためには、将来のサービスニーズ及び技術の

発展動向を踏藤えた衛星システム開発計画を策定することが重要である。

　また、計画の策定に当たっては、我が国の商用衛星の更改時期、想定され

るアプリケーション、解決すべき技術開発課題、所要経費などを総合的に

考慮する必要がある。

　第4章で検討した将来展望を踏まえ、今後、実現すべき宇宙通信システム

に対応した技術開発課題と研究開発スケジュールについて、検討した結果を

図5－1及び表5－1、詳細を付録2に示す。

　なお、特に、今後10年以内の宇宙実証を目標とした研究開発を推進すべ

きシステムの詳細な技術開発課題及び宇宙実証を行うために必要な衛星開発

計画は、次のとおりである。

（1）技術試験衛星皿型（E丁S－V皿、静止衛星）

　パーソナル移動体衛星通信システム、移動体デジタルマルチメディア

放送システムなどの実現に必要な、直径10m級の大型展開アンテナ技術、

400W級高出力トランスポンダ技術、衛星搭載交換機技術、衛星測位

基礎技術などの各要素技術を確立するための技術開発衛星を、2001年

頃に打ち上げることを目途に研究開発を行うことが必要である。

（2）ギガビット級超高速通信技術衛星（静止衛星）

　ギガビット級超高速衛星通信システム及びメガビット級マルチメディア

移動体衛星通信システムの実現に必要な．超広帯域高出力トランスポンダ

技術、アクセス系オンボード信号処理技術、Ka・ミリ波帯フェーズド

アレイアンテナ技術などの確立を行うための技術開発衛星（静止衛星：

フェーズ1）を2002年頃に打ち上げること、さらに、大容量アクセス

一54一
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系信号処理・大容量衛星搭載交換機、光トランスポンダ技術などの各要素

技術を確立するための技術開発衛星（静止衛星＝フェーズ2）を2007

年頃に打ち上げることを目途に研究開発を行うことが必要である。

（3）グローバルマルチメディア移動体通信技術衛星（周回衛星）

　　グローバルマルチメディア移動体衛星通信システムに必要な衛星搭載用

アンテナビーム指向制御技術・ドップラーシフト補正技術などの各要素．

技術を確立するための技術開発衛星を2002年頃に打ち上げることを

　目途に研究開発を行うことが必要である。

　なお、併せて、将来の通信・測位複合衛星システムの実現に向けて、

衛星搭載用高安定原子時計技術、高精度衛星軌道決定技術などの研究開発

を行うことが重要である。

（4）先端光衛星間通信技術衛星（静止衛星）

　　「OGbit／sの超高速光衛星通信及び光衛星間通信システムの実現に

必要な高出力レーザー光源技術、光ビーム捕捉・追尾・指向制御技術、

光検出技術などの各要素技術を確立するための技術開発衛星を2003年

頃に打ち上げることを目途に研究開発を行うことが必要である。

（5）広帯域放送技術衛星（静止衛星）

　新たな広帯域衛星放送システムの実現に必要な降雨減衰対策電力制御

技術、日本傘国をエリアとする衛星搭載空間合成アンテナ技術などの各要

素技術を確立するための技術実証衛星を2004年頃に打ち上げることを

　目途に研究開発を行うことが必要である。
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今後の研究開発の推進方策第6章

　宇宙通信技術の開発は、G目やAliなど高度情報通信基盤の構築に寄与

するとともに、携帯型端末による移動体通信サービス、lSDBなどの新たな

サービスを創出するが、これに加えて、高度で先端的な技術の集積であること

から・材料部品技術からシステム技術までの幅広い技術分野に対して革新的

技術進歩をもたらすものである。

　したがって・その推進は、国民生活の向上に大きく貢献するだけでなく、

科学技術立国を国是とする我が国の基本政策に沿うものであり、国際貢献にも

大きく寄与するものである。

　このためぐ第2章及び第3章で述べた現状及び課題を踏まえ、今後、以下の

推進方策に基づき、産学官が協力して、衛星技術などの基盤技術の研究開発と

アプリケーション開発を積極的に推進することが必要である。

基盤技術の研究開発の推進方策1

（1）基本的考え方

　ア　長期的展望に基づく継続的・体系的な研究開発の推進

　　　基盤技術の研究開発の推進にあたっては、第5章で述べた宇宙通信

　　システム開発計画を着実に実施していくとともに、日進月歩で進む技術

　　に対し的確に対応していくことが最も重要である。

　　なお、推進に当たっては、将来のニーズ動向、サービス動向を的確に

　見据えた長期的展望の下、利用機関などの幅広い意見を踏まえて、研究

　開発と実用化の連携に配慮しつつ（図6－1）、具体的研究開発課題、

　スケジュールを設定し、継続的・体系的に研究開発を実施していくこと

　が重要である。

イ　開発推進体制の充実

　　従来、国の衛星開発は1宇宙開発委員会の調整の下に、宇宙開発事業

　団が一元的に行ってきたが、今般改定された宇宙開発政策大綱では、
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＿定の条件はあるが宇宙開発事業団以タ磯関による開発の道を開いた

ところである。

宇宙通信サービスの離化に伴い、禾ll用に即した多様な研究開発が

求められる今後においては瀾発すべき技術の性格（基礎的技術・応用

技術、期化技術など）を考慮して、従来の枠にとらわれず・通信’放

送騰の活用など新たな研究開発体制1を検討していくことが必要である・

工　衛星産業の発展への配慮

　　今後とも、先端的で信頼性に優れた技術を確立するためには、国のみ

　ならず実際に衛星を開発する衛星メーカの総合技術力の向上が必要で

　ある。このため、国は、衛星メーカが長期的ビジョンに基づき開発投資

　が行えるよう宇宙実証機会を増大するなど、国の宇宙開発の実施に

　あたっては、衛星産業が健全に発展するように配慮することが重要で

　ある。

1995　　　　2000　　　2005　　　2010
●

（一㎝・・
…
…

　　　　　　JCSA’r・V2
iCSAT－3

JCSAT。4

@　　　　　SUPERBIRD。A18

次期商用

@衛星
榊醐･UPERBIRD・C

@　　8S・3　　　　BS．3N

@繍一SAT・1

…
…

商用衛星

､究開発衛星

（
（
（
…
　
　
i
　
　
…
　
…
　
　
i
　
　
…
　
　
…

i　　（醒の磁検討）

　　　　　　　　　　△　　　iC・薩Ts　ETS－V“l　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　書

@　　（ギガビ，鷹臨技術衛星等i

堰@　　，　　　i

　　　…

ｬ果反映
@　　…

@　　…

@　　…　　　i“

図6－1　研究開発と実用化の連携

ウ　国際的な貢献
　　近年、米国などを中心にグ・一バルな緯1星通信構想が提案され・新た

　なサ＿ビスが期待されている。このようなグローバルシステムは・国民

　ニーズの高度化に対応するだけでなく、整備が遅れている開発途上国の

情報インフラストラクチャの早鰹備や高度化に寄与するものであるた

め、我が国も応分の国際貢献を目指し、そのための技術力の向上に努め

　る必要がある。

働
、

診

オ　国民の理解

　　宇宙通信開発及び宇宙通信の利用の促進については、国民の理解を得

　ながら進めていくことが必要である。このため、国をはじめとする宇宙

　通信関係者は、国民各層に対して宇宙通信開発の意義、内外の開発状況、

成果などの関連情報をわかりやすく伝えるとともに、さまざまなメディ

　アやイベントなどを活用して、国民が衛星通信・衛星放送に触れる機会

　を増やすことが重要である。

（2）産学官の役割

ア　国の役割

　　（ア）宇宙実証機会の大幅増大

　　　　これまで述べてきたように、我が国の宇宙通信技術は、トランスポ

　　　ンダ、アンテナなどについては国際的水準に達しているもめの、衛星

　　　バス技術をはじめとする総合的な技術力は、コストの面、宇宙実証

　　　実績の面などから、未だ国際的水準に達しているとは言えない。

　　　　このような観点を踏まえつつ、国は、G口やA日など高度情報

　　　通信基盤の整備や衛星iSDBなど、新たなサービスの創出、さらに

　　　は、我が国の衛星開発技術力の向上を目指し、今後、より一層の研究

　　　開発を推進するとともに、宇宙実証機会の増大を図る必要がある。

（イ）国立研究機関における基礎的・汎用的研究開発の積極的推進

　　国立研究機関においては、国の政策に基づき、民間で実施すること

　が困難で開発リスクが大きな研究開発を継続的に推進することが必要

一60一 一6り一



である。

　なお、研究開発の実施にあたっては、民間との共同研究や人材交流

の積極的な推進により、研究開発能力の有効利用を図ることが必要で

ある。

（ウ）大型試験研究施設の整備

　　衛星の機能の高度化、高性能化の要求に伴い、衛星システムの大型

　化に対応した研究開発が必要となるが、このような研究開発を進めて

　いくためには、展開型や組立型の大型アンテナなど大規模衛星システ

　ムの熱真空試験や電波試験などを行うための各種大型衛星試験研究施

設が必要である。また、このような試験研究施設は、国のみならず民

　間においても必要である。

　　このため、整備に多額の経費を必要とすることから民間における整

備が困難なことに鑑み、国が官民の共同利用施設として’、このような

施設を整備すべきである。

（エ）その他考慮すべき視点

　　今後の国による衛星開発においては、先端技術の開発視点のみなら

　ず、低コスト化や開発期間の短期化に留意することが重要である。

　　すなわち、

①衛星バス機器の標準化

　　　衛星バス機器の標準化を図ることにより共通技術の適用範囲を

　　拡大していくとともに、解析（シミュレーション）による設計確認

　　範囲を拡大することなどによる衛星の低コスト化を検討すること。

②衛星メーカへの責任範囲の拡大

　　　バスを含めた衛星全体を取りまとめるインテグレーション技術を

　　向上させるためには、研究開発衛星の開発においても衛星メーカー

　　による自主的製造範囲の拡大を積極的に行っていくことが必要で

　　あり、国は十分配慮すること。

一62一

働
、
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イ　通信・放送事業者の役割

　（ア）サービス、アプリケーションの積極的開発の推進

　　　通信・放送事業者は、国の研究開発成果を積極的に活用して、新た

　　なサービスの開発やアプリケーションの開発などを推進していくこと

　　が期待される。

（イ）国の研究開発プロジェクトへの積極的参加

　　事業者などが保有している先端的技術について、宇宙実証の機会を

　得ることは国の研究開発が一層効果的なものになるとともに、事業者

　自身の技術力の向上につながる。

　　したがって・事業者は先端的技術の研究開発を推進するとともに、

　国の研究開発プロジェクトに積極的に参加することが望ましい。

ウ　衛星製造メーカの役割

　（ア）幅広い視点に基づく研究開発の推進

　　国際的レベルの開発技術力の確保を目指し、先行的な技術開発や

　研究・技術人材の確保を図り、研究開発力の向上に努める必要がある。

　　　なお、米国衛星製造メーカが、衛星製造のみならず自ら通信事業展

　　開を進めていることも参考にしつつ、我が国衛星製造メーカが持てる

　　豊富な技術を基に新たなシステム（運用技術を含む。）、サービス

　　などの積極的提案・導入を視野に入れることも、インテグレーション

　技術の向上に貢献すると考えられる。

（イ）製造コストの低減努力

　　汎用部品や輸入品の活用によるコストの低減や各種試験の簡素化な

　どによる開発期間の短縮化の可能性について検討するとともに大型

試験設備の民間間での共用の可能性についても検討することが重要で

ある。

工大学の役割
　　大学においては、研究者個人を中心に研究活動がなされるものである
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ため、国の衛星開発プロジェクトに直接携わることは困難であるが、

先端的衛星通信システムに関するアイディアを積極的に提案したり、

電波伝搬特性の解明などの基礎的研究やアプリケーション技術の研究

開発に関し、国からの委託研究などを活用して、我が国の宇宙通信の

発展に貢献することが必要である。

ウ　小型・低コスト地球局の開発及び標準化の推進

　地球局設備の小型化・低価格化、マルチベンダ化は、開発した衛星

アプリケーションの実用化、普及のために不可欠である。

　このため、官民が協力し、国際市場をにらみつつ、小型地球局（第4

章1節参照）の開発や標準化に取り組む必要がある。

2　アプリケーション開発の推進方策

（1）魅力的なコンテンツやシステムの開発

　衛星アプリケーションを普及させるためには、そのアプリケーションを

利用したいという気持ちを起こさせるような魅力的で有用なコンテンツを

提供することが必要である。また、端末などを含むシステム全体に関して

も使いやすく操作性の良いものが望まれる。

ア　公的アプリケーションの先導的開発

　　我が国の衛星利用を促進するためには、教育、医療、災害対策など

　公的分野のアプリケーション開発を国が先導的に実施し、民間分野の

　アプリケーション開発の牽引力となることが重要である。

　　このため、国においては、関係省庁が協力して公的分野のアプリケー

　ション開発を推進する必要がある。

イ　同報型インタラクティブ通信システムの開発　　　　　　　　　　・

　　家庭設置が可能な超小型地球局を利用する場合、衛星から端末方向へ

　は大量の情報を伝送できるが、家庭端末からの送信が困難である。この

　欠点を補うため、家庭端末からの情報要求回線には地上回線を使用する

　同報型インタラクティブ通信システム（第4章2節参照）の開発が、

　衛星アプリケーション、特にパソコンなど情報の蓄積機能を有する端末

　を活用したアプリケーションに有望である。

！三

口

工　次世代高速・広帯域衛星ネットワーク利用技術の開発の推進

　　GllやAllに見られるように、情報通信基盤の確立が急がれ七お

　り、この中でも衛星通信は重要な役割を果たすものと期待されている。

　特に、教育・医療などの分野での国際的なアプリケーションは、有望と

考えられる。これらの国際的アプリケーションの実現のためには、相手

　国のニーズの十分な把握を十分に行い具体的な提案を行うことが必要で

　あるが、技術面では、動画像伝送が可能なB－lSDNに対応した次世

　代の高速・広帯域衛星ネットワーク利用技術の確立が必要であり、次世

代衛星アプリケーションの基盤技術として開発を推進する必要がある。

（2）衛星テストベッドの整備と開発テーマの公募

　我が国においては、衛星通信が一般的に利用されるようになってから

日が浅いため、現在衛星通信を利用していない潜在的ユーザーに試行的に

利用機会を提供し＼衛星通信の利便性を理解してもらうとともに、その中

でユーザーの要望や改善事項を直接把握することが重要である。

　光ファイバ網については、平成7年度より利用促進のための高速テスト

ベッドの整備や国による公的アプリケーション開発が開始され大きな効果

を挙げている。

　衛星分野についても利用の多様化・促進を図るため、アプリケーション

開発者やユーザーなどが幅広く参加できる実験・開発の場（衛星テスト

ベッド）を、産学官が協力して構築し、

　①潜在的ユーザーへの試行的な利用機会の提供。

　②魅力的なコンテンツやシステムの開発。

　③衛星トランスポンダの有効利用のための情報圧縮技術、高能率伝送

　　技術の研究開発。
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などを実施することが重要である。

　なお、これに併せて、国は、民間利用の先導となるべく、教育、医療、

行政などの公的分野のアプリケーション開発を推進することとし、開発す

べきアプリケーションのテーマを広く公募し、その開発を支援することが

重要である。

民間衛星による実験
機会提供

国の開発衛星による実
験機会提供、

衛星通信事業者 衛星テストベッド 国

参加

アプリケーション開発
実験の企画、推進

支援

推進母体

参加

試
験
研
究
機
関

参加

大

学

参加　　参加

ア
プ
リ
開
発
者

般
ユ
ー
ザ

原則として地球局を準備
の上、参加

図6－2　衛星テストベッド推進体制案

（3）衛星利用コストの低廉化

　衛星通信の普及を阻害している要因として、コストが高いという問題が

指摘されているが・遠距離・かつ、多地点への伝送の場合には、地上回線

よりも有利なシステムを構築できる。

　　しかしながら、衛星通信の有利な分野を更に拡大するためには一層の

経済化を図る必要である。このため、衛星自身のコスト（打ち上げコスト

を含む）の低廉化はもとよりトランスポンダ査有効利用するための情報

圧縮技術や高能率伝送技術、ネットワーク制御技術などの開発や応用も
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重要である。

　また、遠隔教育における教材のようにリアルタイム性を必要としない

情報は、夜間などトランズポンダの空き時間に伝送するなど、運用上の

工夫も有効である。さらに、同一トランスポンダの通信・放送共用利用や

複数衛星利用のための地球局アンテナ駆動装置の普及（低廉化）も必要で

あると考えられる。

（4）新たなアプリケーションに適合した制度

　遠隔医療における診療行為や遠隔教育における単位の認定、電子取引に

おける決済行為など、従来の制度では対応が困難となる新たなアプリケー

ションの実現に関しては、制度面での手当ても必要である。これについて

は、現在、関係機関において検討が進められているところであり、早急な

改善が求められる。

3　国際戦略の在り方

（D先進国との研究開発協力

　世界的な情報通信基盤の整備（Gll構想）を推進するためには、相互

接続性の確保などの関係から、研究開発などの初期段階から国際協調を

積極的に行うことが必要である。

　　このため、1995年2月にベルギー国ブラッセルで開催された「情報

社会に関する関係閣僚会合」で合意されたG7国際共同プロジェクトの

一つである「広帯域ネットワークのグローバルな相互運用性’ iGlBN：
Global　lnteroperabiiity　for　Broadband　Networks）」プロジェクトの一

環である国際共同高速衛星通信実験の積極的な推進などにより、欧米諸国

との協力関係を深めていくことが必要である。

　なお、当面、日米間では、衛星ATM－LAN間接続実験及び高精細度

ビデオプロダクション実験が計画されているが、さらに地上系実験で計画

されている遠隔医療など、アプリケーションの拡大を図る必要がある。

　また、ギガビット級の衛星通信技術などは、今後の世界的な情報通信
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基盤あ構成要素となるものであるため、将来的な衛星通信システムの標準

化をにらみ、国際的に共同で研究開発を行うことも重要である。

（2）開発途上国との国際協力

　　開発途上国との協力に関しては相手国のニーズを的確に把握するととも

　に目的を明確化した上で、協力した技術、ノウハウが着実に根付くように

継続的な取り組みが必要である。

　　特に、歴史的、地理的、経済的に我が国と関係の深いアジア太平洋諸国

　における衛星利用を促進し、この地域におけるAllの整備を推進するた

　めには、衛星通信分野の技術先進国である我が国が衛星アプリケーション

　開発の支援を行う必要がある。

　　これまで、我が国は、ETS－Vを用いたパートナーズ計画により衛星

　遠隔医療実験や衛星遠隔教育実験などを実施し、一応の成果を挙げたとこ

　ろである。しかしながら、パートナーズ計画は、国内対応体制、資金及び

　技術面（衛星性能）からの制限のため・．

　　①希望は多かったものの、外国の参加を限定せざるを得なかったこと。

　　②長期間にわたる継続的実験を、十分に行うことができなかった。

　　③数十kbit／s程度の低速な情報伝送に限られていたこと。

　などの問題もあった。

　　このようなパートナーズ計画の問題を改善し、AIl構想の実現に不可

　欠な衛星アプリケーション開発を行うとともに、衛星通信の活用による

　医療、教育等公的分野での人材育成を推進するための新たなプロジェクト

　として、ポスト・パートナーズ計画を推進する必要がある。　　　　　’

　　このため、国は、大学、民間等の協力を得て、推進体制の整備を行うと

　ともに当該プロジェクトの推進に必要な衛星回線の確保、国内中核施設や

　開発途上国に設置する地球局施設などの整備を行う必要がある。　　　　・

　　なお、ポスト・パートナーズ計画の推準においては、参加する外国機関

　の拡大、開発実験の継続性の確保、動画像伝送までの伝送速度の確保を

　図る必要がある。
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第7章 提 言

　現在、我が国は、高度情報通信社会の構i築に向けて、官民が協力し、

情報通信基盤の整備に取り組んでいるところであるが、今後の情報通信

基盤整備1＝：おける衛星の役割など宇宙通信分野が高度情報通信社会におい

て果たし得る役割を展望すれば、この分野の研究開発の重要性は極めて

大きいものと言える。

　このため、今後、以下の施策を着実に実施することが必要である。

1　継続的・体系的研究開発の推進及びそのための研究開発予算

　の大幅な拡大

　我が国においては、1990年の人工衛星の政府調達に関する日米合意

により、研究開発と実用の相乗りによる衛星開発戦略の見直しを迫られ、

国の研究開発を目的とした衛星と実用衛星の分離が行われた。これにより、

研究開発を目的とする衛星の開発や打ち上げ機会が大幅に減少し、衛星

技術の研究開発・宇宙実証のみならず、研究開発衛星を利用したアプリ

ケーション技術の研究開発を行うための国の投資が大幅に減少している。

　この結果、こあ分野における我が国の遅れが顕在化しつつある。

　宇宙通信技術の開発は、G口やA口など高度情報通信基盤の構築に

寄与するとともに、携帯型端末による移動体通信サービス、統合デジタル

放送サービスなどの新たなサービスを創出するが、これに加えて、高度で

先端的な技術の集積であることから、材料部品技術からシステム技術まで

の幅広い技術分野に対して革新的技術進歩をもたらすものである。

　したがって、その推進は、我が国国民生活の向上に大きく貢献するだけ

でなく、科学技術立国を国是とする我が国の基本政策に沿うものであり、

国際貢献にも大きく寄与するものである。

　このような観点から、今後開発すべき各種の衛星計画について提案した

研究開発スケジュールを踏まえ、国民の理解を求めつつ産学官が連携して、

継続的・体系的に研究開発を実施する必要があるとともに、国はこの分野
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の研究開発予算を大巾副二拡大すべきである。

なお、研究開発の推進にあたっては、一定の条件の下に宇宙開発事業団

以外による開発を認めた報開発政策大綱改八丁を踏まえ出発すべき技術

の儲を慰しつつ樋信・放送麟の1舌用など従来の枠にとらわれない

新たな研究開発体制を柔軟に検討する必要がある。

2　早急に実施すべき具体的な推進課題

（1）研究開発に着手又は発展すべき技術開発衛星計画

ア技術試験衛星皿型（ETS一皿瀞止衛星）の開発研究着手

携帯型パーソナル移動体醒通信や移動体向けのマルチメディア

醒放送サービスの実現などを目指し・石肝究が行われている技術試験

醒鯉（ETS一皿）について、2・・1年頃に打ち上げを行う

ことを目途に「開発研究」に着手すべきである。

なお瀾隠する技術の研究開発は、既に郵政省通信総合研究所・

宇宙開発事業団及び電気通信・放送事業者において・さら1こは・国の

研究開発支援制度（基盤技術研究円滑イヒ法）を活用して・民間におい

て楯手しているところであり、これらの関イ系機関が協力して推進す

べきである。

イギガビット級超高速通信技術衛星（静止衛星）の開発研究着手

ギガビット級の伝送速度で高速LAN間接続などを行うとともに・

超小型端末（固定又は移動）によるメガビット級のデータ・画像など

のアクセス系通信サービスを実現するために必要な技術開発及び宇宙

実証を目的とするギガビット級超高速通｛言技術衛星について・2ρ0

2年頃に打ち上げることを目途に「開発研究」に着手すべきである・

ウグ。＿バルマルチメデイア移動体通信技術醒（周回醒）の研究

遊移動端末又は超小型端末による数Mbit／s程度までの画像・データ・
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音声などのマルチメディア通信サービスをグローバルに提供可能な

次世代周回型衛星通信システムを実現するために必要な技術及び宇宙

実証を目的とする「グローバルマルチメディア移動体通信技術衛星」

について、2002年頃に打ち上げることを目途に「研究」に着手す

べきである。

　なお、本衛星の研究開発の推進においては、次世代システムの構築

における我が国の応分の貢献を目指した技術力め蓄積の観点が必要で

ある。さらに、将来の通信・測位複合型サービスの実現を目指しぐ併

せて、衛星による高精度測位の研究開発を実施することが重要である。

（注）　「研究」及び「開発研究」は、宇宙開発計画上の用語である。

　　「研究」とは、衛星としての打ち上げが確定しておらずに関連技術の研究開

　発を行う段階をいう。また、　「開発研究」は、衛星の打ち上げ年度をほぼ確定

　して、衛星の設計などの開発作業を行う段階である。さらに、　「開発」とは、

　既に衛星の打ち上げ年度及びロケットの開発を確定して開発作業を行う段階を

　という。

（2）衛星アプリケーション開発の推進

ア　衛星テストベッドの整備とアプリケーション開発テーマの公募

　衛星通信の利用の多様化・促進を図るためには、第4章で提案した

衛星アプリケーションを中心とした様々なアプリケーション開発を

推進する必要がある。

　光ファイバ網については、平成7年度より利用促進のたあの高速

テストベッドの整備や国による公的アプリケーション開発が開始され

様々な成果を上げつつある。同様に、衛星通信についても、より広い

層にアプリケーション開発の機会を提供することが重要であり、産学

官が連携一して、アプリケーション開発の場（衛星テストベッド）を整備

し開発を推進すべきである。

　さらに、国は、積極的な衛星利用を進め民間利用の先導的役割を

果たすとともに公的アプリケーションを中心に広く一般から開発すべ

きアプリケーションを公募し開発を支援、推進する必要がある。
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イ　次世代高速・広帯域衛星ネットワーク利用技術の研究開発の推進

　　B－lSDNに対応した次世代の高速・広帯域衛星ネットワークの

　利用技術は、動画像までの広帯域アプリケーションのための基本技術

　であるため、衛星マルチメディア時代に不可欠な要素技術（衛星ネッ

　トワーク技術、ソフトウェア技術、ユーザ設備技術）とそれらの利用

　方法・利用技術の開発を国（通信・放送機構）の先導的研究開発とし

　て実施すべきである。

ウ　’小型・低コスト地球局の開発及び標準化の推進

　　地球局設備の小型化・低コスト化、マルチベンダ化は、開発した

　衛星アプリケーションの実用化、普及のために不可欠である。このた

　め、国際市場をもにらみつつ、第4章に示した小型地球局の開発及び

　標準化に取り組むべきである。

（3）国際協調・国際協力の推進

　ア　先進国との協力・協調の推進

　　　現在、G7国際共同プロジェクトの一つである「広帯域ネットワー

　　クのグローバルな相互運用性（GlBN）」の一環として・日米・

　　日欧共同の高速衛星通信実験計画などが進められつつある。

　　　Gllの早期構築などのためには、衛星通信の高速化及びそのアプ

　　リケーション開発が不可欠であるとともに相互接続性の確保などが

　　必要であり、このような実験のみならず、衛星技術の研究開発段階

　　から国際協調を進めることは重要である。

　　　国際共同高速衛星通信実験計画については、アプリケーション実験

　　の拡大を図る必要があり、今後、産業界、大学などの幅広い参加を

　　呼びかけるとともに、推進体制や実験施設のさらなる強化・充実を

　　図る必要がある。

　　　特に、現在、国際衛星回線はインテルサット衛星の実験目的による

　　中継器無償利用方式により確保することで検討が進められているが、

　　今後、地上系との連携実験や長期的実験を行うためには衛星回線の

　　安定的な確保が必要であり、そのために所要の予算措置を図るべきで
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ある。

　なお、本国際共同実験は、アジア・太平洋地填諸国との共同実験

への発展を視野に置きつつ推進する必要がある。

イ　アジア・太平洋地域との協力の推進

　歴史的、地理的、経済的に我が国と関係の深いアジア太平洋諸国に

おける衛星利用を促進しAllの整備を推進するため、パートナーズ

計画の課題を克服しつつ、より開発途上国に適したアプリケーション

開発や衛星通信の活用による医療、教育など公的分野での人材育成を

推進することを目的とする新たなプロジェクト「ポスト・パートナー

ズ計画」を推進すべきである。

　このため、国は、アジア・太平洋電気通信共同体（APT）やES

CAPなどの場を活用しつつ、又は各国と個別に調整しつつ、推進

体制の整備を行うとともに、本プロジェクトの推進に必要な衛星回線

の確保、国内中核施設及び開発途上国の地球局施設などの整備を行う

べきである。この際、参加外国機関の拡大、開発実験の連続性の確保、

動画像伝送まで可能となるような伝送速度の向上などを図る必要が

ある。

　さらに、開発途上国の研究者の参加を促進するため、国際共同研究

に対する研究助成制度を創設する必要がある。

（4）その他

　　衛星の機能の高度化、高性能化の要求に伴い、衛星システムの大型

　化に対応した研究開発が必要となるが、このような研究開発を進めて

　いくために必要な大型衛星試験研究施設を、国が官民の共同利用施設

　として整備すべきである。
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